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大 村 達 彌 教 授 略 歴 著作目録

*  2012年3月3 1 日をもって慶應義塾大学 

経済学部を定年退職するのにともない， 

本学会を退会する会員の略歴•著作目録 

を次頁以下に掲載します。

本誌編集委員会





大村達彌教授略歴•著作目録

学 歴

1946 年 11月 千葉県生れ

1969 年 6 月 東京大学法学部卒業

1975 年 4 月 東京大学法学部学士入学

1977 年 3 月 同学部卒業

同年 4 月 慶應義塾大学大学院経済学研究科修士課程入学

1979 年 3 月 同大学院同研究科同課程修了経済学修士

1982 年 4 月 同大学院同研究科博士課程単位取得退学

職 歴

1 9 6 9年 7 月 自 治 省 事 務 官

同 年 1 0 月 石 川 県 吏 員

1 9 7 1年 5 月 千 葉 県 係 長

1 9 7 2年 5 月 環 境 庁 係 長

1 9 7 4年 7 月 奈 良 県 税 務 課 長

1 9 7 5年 3 月 自 治 省 退 職

1 9 8 0年 4 月慶應義塾大学経済学部助手

1 9 8 4年 4 月同大学経済学部助教授

同年 6 月 ア メ リ 力 合 衆 国 ハ ー バ ー ド 大 学 情 報 資 源 政 策 プ ロ グ ラ ム （兼国際問題研究所U S - J a p a n プ 

ログラム）客 員 研 究 員 （1 9 8 6年 3 月まで）

1 9 8 7年 10月慶應義塾大学通信教育部学生部長

1 9 9 0年 9 月ソ連科学アカデミ一東洋学研究所客員研究員として 2 カ月間，崩壊前年のソ連の経済事情に 

ついて諸研究機関を訪問しインタビュー調査をする。

1993 年 4 月 慶應義塾大学経済学部教授 

同年 同大学大学院経済学研究科委員兼任

1 9 9 4年 4 月同大学経済学部入試事務長

1 9 9 6年 12月アメリカ合衆国コロンビア大学通信情報研究センター客員研究員（1 9 9 7年 3 月まで）

1997 年 10月 慶應義塾大学通信教育部学生部長 

同年 同大学大学院経済学研究科学習指導（1 9 9 9年まで）
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2 0 0 4年 4 月 司 法 研 究 室 幹 事 （2 0 0 8年 3 月まで）

2 0 0 5年 10月 学 生 総 合 セ ン タ ー 副 部 長 （2 年間）

所属学会•社会活動等

1 9 8 0年 5 月日本経済政策学会会員

同 年 4 月 日 本 放 送 協 会 長 期 ビ ジ ョ ン 審 議 会 委 員

1 9 8 1年 10月日本財政学会会員

1 9 8 2年 5 月日本経済政策学会関東部会幹事

1 9 8 2年 10月日本計画行政学会会員

1 9 8 7年 7 月 郵 政 省 電 気 通 信 審 議 会 専 門 委 員 （1 9 9 0年まで）

1987 年 6 月 In te rn a tio n a l T elecom m unications S ociety  会 員 （1998 年から 2002 年までコンファレン 

ス • プログラム委員等）

1 9 8 9年 4 月 N T T 料金問題研究会委員（1 9 9 9年まで）

1 9 9 2年 10月 ロ シ ア •東 欧 学 会 会 員

同 年 5 月財団法人日本都市センター地方税財政研究会委員  

1 9 9 3年 10月自治省税務局法定外普通税調査研究会委員（2 年間）

同省財務局地域エネルギー事業推進調査研究会委員 

1 9 9 5年 4 月郵政省電気通信政策局事業支援政策研究会座長 

1 9 9 6年 7 月 公 共 選 択 学 会 会 員 （同年理事）

1997 年 10月 情報通信学会会員

同 年 同 月 自 治 省 税 務 局 外 形 標 準 課 税 調 査 研 究 会 委 員 （2 年間）

2 0 0 2年 10月法と経済学会会員

2 0 1 0年 4 月日本経済政策学会常務理事 •副会長

主要業績

著 書

『経済政策ミクロとマクロの基礎理論』慶應義塾大学出版会，2008。 
『テキストブック現代経済政策』 （共著）有斐閣， 1993， （第 5 章)。

主な論文

「相互依存関係における権利と義務の公共選択」『三田学会雑誌』7 4 巻 1 1 号， 1981。
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「放送の公共性実証の試み」『公共選択の研究』第 2 号， 1982。
「公共放送の財政基盤」現代経済研究センター， 1984。
「電気通信事業規制と政府の役割日米比較の視点」加 藤 寛 • 黒 川 和 美 編 『政府の経済学』有斐閣， 1987, 

(第 1 4 章)。

「土地問題と社会資本」『三田学会雑誌』8 2 巻 1 号， 1989。
「国内第二種電気通信事業」舟田正之 • 黒 川 和 美 編 『通信新時代の法と経済』有斐閣， 1991， （第 3 章)。

「地方行政における公と民」『公営企業』 1 2 月号，公営企業金融公庫， 1992。
「電気通信の透明性」『計画行政』第 3 0 号， 1992。
「第一種電気通信事業における寡占市場と事業規制一 公的規制とレントシーキング」『三田学会雑誌』第 85 

巻  4 号， 1993。
「電気通信事業の規制緩和」『ジュリスト』 1 0 4 4号，有斐閣， 1994。
「放送と通信の融合時代を迎える情報通信網」根 岸 毅 • 堀 部 政 男 編 『放 送 • 通信新時代の制度デザイン』日本 

評論社， 1994， （第 3 章)。

「第一種電気通信事業の規制緩和一 その論理と限界」永 井 進 編 『現代テレコム産業の経済分析』法政大学 

出版局， 1994， （第 5 章)。

「電気通信産業の規制緩和」『In fo c o m R E V IE W 』第 3 号，情報通信総合研究所， 1995。
“W h a t is R eally  N eed  for J a p a n ’s T elecom m unication  D e reg u la tio n ? ,” Jo urn a l o f In te rn a tio n a l  

E co no m ic  S tu d ies , N o.9, pp . 13—30, 1995.
“J a p a n ’s s tu m b lin g  po licy  for co m p e titio n  in  th e  te leco m m u n ica tio n s ,” T elecom m u n ica tion s P olicy , 

Vol.21, N o2, 1997.
「有料放送と視聴者の経済厚生」郵政研究所編『有料放送市場の今後の展望』日本評論社，1997，（第 3 章)。

“P u b lic  C hoice on  M ig ran t W orkers,” (横山彰と共著）『経済学論幕』中央大学，第 4 8 号 第 3 . 4 合併号， 

2008。

翻訳書

ヴァン • デ ン • ドウール『政治プロセスの経済学』 （共訳）文眞堂， 1983。
J . ブキャナン他『財政赤字の公共選択論』 （共訳）文眞堂， 1990。
E . ワイズマン『インターネット • エコノミー』 （共訳） 日本評論社，2002。

論 説 • 報告•書評その他

書 評 A . ダウンズ著 • 古田精司監訳『民主主義の経済理論』文 眞 堂 （1980 ) ，『三田学会雑誌』第 7 5 巻 2 号， 

1982。
報 告 「放送事業の現状と将来一 『公共性』 についての分析と評価」『放送文化基金報』夏の号， 1982。
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書 評 寺 本 博 美 著 『公共支出の経済分析一 決定要因と官僚機構』成 文 堂 （1985 ) ，『日本経済政策学会年報

X X X V II， 1987。
報 告 書 （東京郵政局委託研究） 『都市圏における地方公共団体等の社会資本整備の現状とその財政基盤』， 

1987。
報 告 書 （東京郵政局委託研究） 『東京都の社会資本の基本的課題』 1988。
書 評 林 紘 一 郎 著 『ネットワーキングの経済学』N T T 出 版 （1989 ) ， 『計画行政』2 4 号， 1990。
論 説 「経済教室公平を欠く電話料金体系一 『市内』見直し急務」『日本経済新聞』1 9 9 0年 1 0 月 2 3 日。 

論 説 「日本版情報スーパーハイウェイ構想は果たして実るか」 『三田評論』 1 9 9 4年 3 月号。

書 評 松 川 勇 著 『電気料金の経済分析』日本評論社（1995 ) ，『日本経済研究センター会報』7 3 0号，1 9 9 5年 

6 月。

論 説 「『公共放送』の経済的矛盾」『放送批評』 1 9 9 5年 6 月号。

講 話 「日本の経済危機（金融機関の破綻）はどうなるのか？」『現代を読む』石川県自治研修センター講演 

シリーズ第二巻， 1999。
報 告 （I C F 共同研究）「電子商取引が経済活動に及ぼす影響についての分析」（永井進，小澤太郎，岡田洋 

祐，小澤隆弘との共著 ) ，2000。
巻 頭 言 「公共選択論は日本型システムに適用できるか？」『公共選択の研究』第 3 7 号，2001。
書 評 高 田 創 • 住 友 健 一 著 『国債暴落』中 公 新 書 （2001 ) ， 『公共選択の研究』第 3 8 号，2002。
報 告 「公共選択学生の集い（第 9 回）」『公共選択の研究』

追 悼 「黒川和美氏の思い出」『公共選択の研究』第 5 6 号，

『公共選択の研究』第 3 8 号， 

第  48 号， 2007。
2011。
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